予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名　新文化の森の賑わい創出事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　環境生活部　文化振興課　文化企画係　電話番号：058-272-1111（内2456）

　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11146@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    4,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　・「森の恵みのおもちゃ美術館（仮称）」開館に併せ、県美術館・県図書館エリアを文化芸術の発信拠点としての賑わいを創出することにより、県民が３施設に親しみをいだくとともに、文化・芸術等に接する機会の創出につながる。
・「森の恵みのおもちゃ美術館（仮称）」を含む３施設に関連するワークショップの開催等を通じ、本エリアの賑わい創出に資するとともに、文化芸術の発信拠点として県民に広く周知することが可能である。
（２）事業内容

・県美術館・県図書館間の市道を歩行者天国し、本エリア一体で実施する賑わい創出事業（年２回実施）を委託する。

（３）県負担・補助率の考え方
県民が芸術文化に触れ、文化的な感性を高めていく機会に資するものとして、県の負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	単価
	回数
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　　90
	　　2
	   180
	業務旅費

	需用費
	90
	2
	　 180
	一般消耗品

	役務費
	50
	2
	100
	通信運搬費

	委託費
	3,770
	2
	7,540
	

	
	設営費

運営関係費

進行関係費

広報費

出展事務局経費

諸経費等
公租公課費
	2,302
　 445
275

250

250

25
223
	2

2

2

2

2

2

2
	4,604
890

550

500

500

50

446
	テント、ステージ設置等

警備員、ゴミ処分費、ｼｬﾄﾙﾊﾞｽ等
音響機材費、進行ｽﾀｯﾌ等

ポスター、チラシ等
出展者募集・調整費ほか

イベント保険、消費税等

	合計
	4,000
	2
	8,000
	※社会教育文化課が半額を要求


	　決定額の考え方　

	




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
「森の恵みのおもちゃ美術館」、県美術館及び県図書館エリアを文化芸術の発信拠点として位置づけ、３施設に関連するワークショップ等の事業を実施することで、広く県民文化の情報発信をするほか、これらのエリアの賑わいを創出するとともに、県民文化への愛着と誇りを醸成します。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	現在値
	目標
	達成率

	文化の森の春・秋祭り
来場者数
	0

(H28)
	－
	1,000
(H29)
	0％




○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「森の恵みのおもちゃ美術館」開館に併せ、本エリアの賑わい創出のため、必要不可欠な事業である。

また、３施設に対する県民の親しみを醸成し、文化芸術等に接する機会の増加を目指すために必要な事業である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－
	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
本事業の実施にあたり、その他の県関係機関と連携するほか、地域住民が能動的に参加できる企画につなげていく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
同上


